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○ 公共建築課建築設計等委託業務成績評定要領  

 

平成１３年４月１日（施  行） 

 

（目的） 

第１ この要領は、県（公共建築課）が実施する建築設計等委託業務の業務成績の評定（以下「評

定」という。）に関する必要な事項を定め、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の

趣旨に鑑み評定を厳正かつ的確に実施することにより、受託者の適正な選定及び指導育成に

資すること及び設計等委託業務の品質確保を図ることを目的とする。 

（適用の範囲） 

第２ この要領は、県が委託した建築・設備に関する基本設計業務及び実施設計（耐震補強の補

強計画（調査設計）を含む。）業務、耐震診断業務、意図伝達業務（以下「建築設計等委託

業務」という。）に適用する。ただし、一件の予定価格が１００万円未満の場合又は発注者

が委託業務内容を勘案して評定の必要がないと認めた場合は、これを省略することができる。 

２ 委託業務の内容がこの評定になじまないものは、別途に取扱いを定める。 

（評定者） 

第３ 評定を行う者は、委託業務監督要領第９により定める当該業務の監督（調査）する職員（以

下「調査員」という。）、及び委託業務検査要領第８により定める当該業務の検査員（以下

「検査員」という。）とする。 

（評定の実施） 

第４ 評定は、評定者ごとに独立した立場で的確かつ公正に行う。 

２ 評定は、委託業務完了検査時に行う。 

３ 評定は、別に定める「考査基準」により行い、建築設計等委託業務成績評定表（別記様式

第１）を作成する。 

（評定結果の反映） 

第５ 公共建築課長は、評定の結果を建築設計等委託業務の受託者選定に反映させるよう努める。 

２ 公共建築課長は、総合評定点が特に低い委託業務については、不良業務委託と認め、岐阜

県入札参加資格委員会に報告することができる。 

（評定結果の通知） 

第６ 公共建築課長は、評定結果を速やかに当該委託の受託者に対して、業務成績評定結果通知

書（別記様式第２）により通知するものとする。 

（評定の修正） 

第７ 評定者は、第６の通知をした後、当該評定結果を修正する必要があると認められるときは、

修正するものとする。 

２ 公共建築課長は、評定者が前項の修正を行ったときは、遅滞なくその結果を当該業務の受

託者に通知するものとする。 

（評定の閲覧） 

第８ 公共建築課長は、受託者あての業務成績評定結果通知書の写しを閲覧に供しなければなら

ない。 

（説明請求） 

第９ 第６による通知を受けた者は、通知を受けた日から１４日（休日を含む）以内に、書面に

より公共建築課長に評定の内容について説明を求めることが出来るものとする。 

（説明請求に対する回答） 

第 10 公共建築課長は、第９により説明を求められた場合は、業務成績評定点に対する説明書（別

記様式第３）により説明するものとする。 

２ 公共建築課長は、前項の回答をするときは、工事等成績評定評価委員会で検討するものと

する。 

３ 前項の工事等成績評定評価委員会は、別に定める要領に基づき設置するものとする。 

（再説明請求）  

第 11 第９の回答を受けた受託者は、回答を受けた日から起算して１４日（休日を含む）

以内に、書面により公共建築課長に再説明を求めることができるものとする。  

（再説明請求に対する回答）  

第 12 第 11 の再説明請求を受けた公共建築課長は、当該受託者に対して書面（別記様

式第４）により回答するものとする。  
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２  公共建築課長は、前項の回答をするときは、工事等成績評定審査委員会の審議を経

るものとする。  

３  前項の工事等成績評定審査委員会は、別に定める要領に基づき設置するものとす

る。  

（評定表の提出及び保管） 

第 13 公共建築課長は、評定表を基に毎年度の集計表を作成し、保管責任者を定めて保管するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

この要領は、平成１３年４月１日以降完了する委託業務から適用する。 

附 則 

この要領は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 
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公共建築課建築設計等委託業務成績評定考査基準 

１  目的  

この基準は、公共建築工事に係る建築設計等委託業務の成績評定（以下「評定」という。）

の標準的な方法について必要な事項を定め、評定の適切な実施、評定結果の発注者間での  

相互利用を推進し、もって公共建築工事の品質確保に資することを目的とする。  

 

２  適用  

この基準は、公共工事に係る建築又は建築設備に関する設計業務、設計意図を工事施工

者等に正確に伝えるために行う業務、診断業務の評定に適用する。  

 

３  評定の方法  

評定は、建築設計等委託業務の発注者が、建築設計等委託業務ごとに当該業務の受託者

についてその履行過程及び成果に関する評価項目について行った評価から評定点を算出

することにより行うものとする。  

 

４ 考査基準 

（１）考査方法 

建築設計等委託業務成績評定標準採点表により考査を行う。総括調査員は、一般調査員の評定

趣旨を十分に理解し尊重した上で、各項目について直接関与した場合（程度は問わない）につい

てのみ考査を行う。 

 

（２）考査内容 

採点表（総括、主任調査員又は調査員用）の各評価項目の評価の視点を参考に、業務について

の総合考査を行う。 

 

（３）評価項目 

評価項目は、全ての業務に共通して必要となる基礎的な内容に関する項目（以下「基礎項目」

という。）及び当該業務の履行について受託者が行った創意工夫に関する項目（以下「創意工夫

項目」という。）とし、その内容は次に掲げるものとする。 

①基礎項目 

業務実施体制 

管理技術者の能力（業務全体に関する評価） 

主任担当技術者の能力（担当分野に関する評価） 

業務履行中の説明資料（途中成果物）に関する評価 

調整及び説明、対応の迅速性 

与条件の理解、業務への反映（設計提案） 

業務目的の達成度 

②創意工夫項目 

設計提案等の説明（プレゼンテーション力） 

提案力、業務執行技術力 

課題への対応 

 

（４）評定点 

評定点は、業務評定点及び管理技術者評定点とし、それぞれ次に掲げるところによる。 

①業務評定点 

イ 基礎点 基礎項目の採点結果から求められる評定点 
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ロ 総合点 基礎項目及び創意工夫項目の採点結果から求められる評定点 

②管理技術者評定点 管理技術者に係る評価項目に対する採点結果から求められる評定点 

評定点は、評価項目ごとに別表に掲げる評価の視点及び配点に基づき行った採点の結果か

ら算出するものとする。 

採点は、評価の視点ごとに０点を標準とし、当該評価の視点に係る業務の状況に応じ、標

準より優れていた場合は０から配点を最大とする数値を加え、標準より劣っていた場合は０

から配点を最大とする数値を減じることにより行う。 

評定点の算出方法は、次に掲げるところによる。 

①基礎点 

評価項目のうち、基礎項目に係る採点結果の合計値を３５点満点に換算した値を６５点（標

準点）に加算して算出する。 

②総合点 

評価項目のうち、基礎項目及び創意工夫項目に係る採点結果の合計値を３５点満点に換算

した値を６５点（標準点）に加算して算出する。ただし、創意工夫の小さい業務については

創意工夫項目を算入しない。 

③管理技術者評定点 

評価項目のうち、「管理技術者の能力（業務全体に関する評価）」に係る採点結果の合計

値を３５点満点に換算した値を６５点（標準点）に加算して算出する。 

 

（５）評価点範囲 

採点表（総括、主任調査員又は調査員用）の各評価項目について、それぞれの範囲で評価する

ものとする。 

 

（６）業務履行中又は完了時に生じた事由による減点 

対象業務遂行中に受託者に起因する事故等が発生し、当該業務に関し指名停止等の措置を行っ

た場合には、当該業務の総合評定点（100 点満点換算）に対して、別表－１を参考として１５点

まで減点することができる。 

また、業務の完了の通知があった時点で、プロポーザル方式又は総合評価落札方式における技

術提案の内容のうち契約図書に反映された技術提案の内容が、受注者の責めにより実施されてい

ない場合は、当該業務の総合評価点に対して、３点を減点するものとする。この場合において、

（７）に該当するときはこの原点のほかに（７）を適用することができる。 

 

別表－１ 指名停止等の措置がとられた場合の減点基準 

区      分 文 書 注 意 指名停止１ヶ月まで 
指名停止が１ヶ月を 

越える 

減 点 数 ５点 １０点 １５点 

 

（７）業務完了後に生じた事由による減点 

対象業務の成果品に、当該業務の受注者に起因する重大な誤謬・欠陥が存在し、契約図書の契

約不適合責任に係る条項等に記された手続きに従い、履行の追完、代金の減額又は損害賠償が実

施された場合は、当該業務の総合評定点（100 点満点換算）に対して、別表－２を参考として２

０点まで遡って減点することができる。 
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別表－２ 履行の追完、代金の減額又は損害賠償が実施された場合の減点基準 

区      分 履行の追完、代金の減額又は損害賠償の実施 

故意又は重大な過失により  

履行の追完、代金の減額又は損害

賠償の実施  

減   点  １０点 ２０点 

 

 

（８）評価の修正 

 公共建築課建築設計等委託業務成績評定要領の第７に定める評定を修正する必要があると認め

られる場合とは、次の場合とする。 

①（７）の減点を行った場合 

② 工事施工中又は工事完成後に生じた事由などにより、工事等成績評定評価委員会の審議を経

て所管機関の長が評定の修正を行う必要があると判断した場合 

 

 

附 則 

この基準は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則 

この基準は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この基準は、令和７年４月１日から施行する。
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別記様式第１

　　令和　　年　　月　　日

最終：

令和 年 月 日

令和 年 月 日

名称：

所在地：

総合： 構造：       ：

電気： 機械：       ：

所属： 氏名： 印

所属： 氏名： 印

所属： 氏名： 印

所属： 氏名： 印

所属： 氏名： 印

所属： 氏名： 印

所属： 氏名： 印

業務評定点（総合点）　①－③［①－③－④］ （ ）［ ］

（再通知を行った日付 年　　　　月　　　　日　）

① 業務評定点（総合点：減点無し） （ ）［ ］

② 基礎点 （ ）［ ］

③ （ ）［ ］

④ 　［ ］

（ ）［ ］

総合 （ ）［ ］ （ ）［ ］

構造 （ ）［ ］ （ ）［ ］

建築積算 （ ）［ ］ （ ）［ ］

（ ）［ ］

建築設計等委託業務成績評定表

発注者名
　

業務名称

契約金額 当初：

履行期間

完了年月日

完了検査年月日

当初：令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日 最終：令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

管理技術者氏名

業務履行中又は完了時に生じた事由による減点

契約相手方名称・所在地

業務完了後に生じた事由による減点　　

管理技術者評定点

総括調査員所属・氏名

業務評定点（総合点）の内訳

担当主任技術者氏名

管理技術者評定点

主任調査員所属・氏名
（調査員）

検査職員所属・氏名

業務評定点

機械積算

業務評定点（総合点：減点無し）の分野別内訳

電気

電気積算

機械

※複数による検査が行われる場合、検査職員全員の所属及び氏名を検査職員所属・氏名欄に明記して押印すること。
その際、総括検査職員（検査の結果を総括する職員）が定められた場合には、総括検査職員とそれ以外の検査職員の
別についても明示すること。
※［　］内は修正後



 

別記様式第２ 
 

公建第   号  
令和  年  月  日  

 
 
 所在地 
 商号又は名称 
  代表者名（契約の相手方） 様 
 
 

岐阜県都市建築部公共建築課長  
 
 

業務成績評定結果通知書 
 
貴社が受託した下記１から３までの業務について、公共建築課建築設計等委

託業務成績評定要領に基づく評定点を通知します。 
 
なお、評定の結果に疑問があるときは、その疑問の趣旨を付してこの通知の

日から１４日以内に書面により説明を求めることができます。 
求めに対する説明は、書面により郵送いたします。 
説明を求める場合の書面の送付先及び手続き等についての問い合わせ先は

下記５のとおりです。 
 

記 
 
１ 業務名        ○○○業務 
 
２ 履行期間       令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 
 
３ 完了検査年月日   令和○○年○○月○○日 
 
４ 評定点     ○○点 
 
５ 送付及び問合せ先 〒５００－８５７０  

岐阜市薮田南２丁目１番１号 
                      岐阜県都市建築部公共建築課○○係 

ＴＥＬ ０５８－２７２－１１１１（代）（内線○○○○） 
 
 
 
 
 
 受注者の受領日 令和  年  月  日 

受領者の職氏名・印

（署名のみでも可） 
 



 

別記様式第３ 
公建第   号  

令和  年  月  日  
 所在地 
 商号又は名称 
  代表者名（契約の相手方） 様 
 

 
岐阜県都市建築部公共建築課長    

 
 

業務成績評定点に対する説明書 
 
令和○○年○○月○○日付けで説明の求めがあった評定内容の説明につい

ては、下記のとおりです。 
 

記 
 
１ 業 務 名  ○○○業務 
２ 履 行 期 間  令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 
 

評  価  項  目 説    明 

業務の実施能力 

業務実施体制 
 

管理技術者の能力  

主任担当技術者の能力  

業務の実施状況 

業務履行中の説明資料（途中

成果物）に関する評価 

 

 

調整及び説明、対応の迅速性 
 

与条件の理解、業務への反映

（設計提案） 

 

業務目的の達成度 

業務目的の達成度 
 

課題への対応  

業務履行中又は完了時に生じた事由、履行の追完、代金

の減額又は損害補償 
 



 

別記様式第４ 
 

公建第   号  
令和  年  月  日  

 
 
 所在地 
 商号又は名称 
  代表者名（契約の相手方） 様 
 
 

岐阜県都市建築部公共建築課長  
 
 

業務成績評定に係る再説明書 
 

  年  月  日付けで再説明を求められた委託業務成績評定内容につ
いて、下記のとおり回答します。 
 

記 
 
１ 業務名        ○○○業務 
 
２ 履行期間       令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 
 
３ 疑問に対する回答 
 
 


